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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第58期

前第２四半期
連結累計期間

第59期
当第２四半期
連結累計期間

第58期

会計期間

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高（百万円） 7,632 7,038 18,955

経常利益（損失△）（百万円） 43 △485 39

四半期（当期）純利益（純損失

△）（百万円）
△278 △595 △560

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
△255 △667 △386

純資産額（百万円） 22,287 21,359 22,112

総資産額（百万円） 29,956 26,569 30,265

１株当たり四半期（当期）純利益

（純損失△）（円）
△9.74　 △20.84　 △19.63

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円）
－ － －

自己資本比率（％） 74.39 80.39 73.06

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
449 489 △53

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△656 △273 1,035

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△169 △133 △243

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
4,123 5,219 5,206

　

　

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していな

い。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

４．第58期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理している。　

　

２【事業の内容】

　当第2四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について、重要な変

更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。また、前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについての重要な変更はない。　

　 

２【経営上の重要な契約等】

　特記事項なし。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況　

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災後の停滞から回復の兆しが見え始めたが、ギリシャ

の債務危機による金融不安・欧米景気の減速、および円高の長期化が企業収益にも大きな影響を及ぼし、景気回復は

難しい状況で推移している。

　この間、建設業界においても、被災地で瓦礫の最終処理が始まり復旧・復興にともなう需要がでてきたものの、建設

投資の本格化にはまだ時間がかかる模様であり、引き続き厳しい受注環境が続いている。

　かかる中、当社グループにおいては、前３ヵ年で再構築した経営基盤をベースとし、新たな中期３ヵ年経営計画を策

定した。本計画では受注の拡大と収益力の改善を最大のテーマに持続的成長の実現を基本方針とし、「選択と集中に

よる受注拡大」、「収益力の向上」、「事業領域の拡大」を目標に、今後、震災復興に関連した動向も見据えつつ取り

組んでいく所存である。

　なお、当社グループは売上高に占める公共工事の割合が高いため、売上高は通常の営業形態として、上半期に比べ下

半期に完成が集中する傾向があり、連結会計年度の上半期と下半期に季節的変動があるが、それ以上に建設投資の遅

れ等が大きく、極めて厳しい業績となっている。当第２四半期連結累計期間の業績については、売上高70億38百万円

（前年同四半期比５億93百万円減）、営業損失５億67百万円（前年同四半期は81百万円の損失）、経常損失４億85 百

万円（前年同四半期は43百万円の利益）、四半期純損失５億95百万円（前年同四半期は２億78百万円の損失）となっ

た。

　　　

セグメントの業績は、次のとおりである。　

（建設工事）

　売上高は67億74百万円（前年同四半期比４億４百万円減）、営業損失は６億５百万円（前年同四半期は１億40百万

円の損失）となった。

（建設コンサル・地質調査等）

　売上高は２億64百万円（前年同四半期比１億88百万円減）、営業利益は38百万円（前年同四半期比20百万円減）と

なった。
　

(2) キャッシュ・フローの状況　　

  当第2四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ13百万円増加し、52億19百万

円（前年同四半期比10億95百万円増）となった。

　当第2四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

  当第2四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期比39百万円増加し、4億

89百万円の収入となった。

  これは、税金等調整前四半期純損失が前年同四半期比2億95百万円増加し、4億86百万円計上されたほか、仕入債務

の減少によるキャッシュ・フローが前年同四半期比17億33百万円減少し、22億3百万円の減少となったが、他方、売

上債権の減少によるキャッシュ・フローが前年同期四半期比14億5百万円増加し、27億71百万円増加したほか、未成

工事収支に係るキャッシュ・フローが前年同四半期比2億76百万円増加し、60百万円の支出となったこと等による

ものである。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　当第2四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期比3億82百万円支出が減

少し、2億73百万円の支出となった。

　これは、有価証券および投資有価証券の取得・売却及び償還によるキャッシュ・フローが前年同四半期比1億3百

万円減少し、47百万円減少したが、他方、前年同四半期は、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出が5

億89百万円あったが、当第2四半期連結累計期間においては支出がなかったこと等によるものである。 
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(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　当第2四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期比36百万円支出が減少

し、1億33百万円の支出となった。

　これは、借入金返済が減少したこと等によるものである。
　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題　

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。
 
(4）研究開発活動　

 （建設工事）　

　当第2四半期連結累計期間における研究開発費は27百万円であり、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更

はない。　　　　　

　なお、連結子会社においては、研究開発活動は特段行われていない。　

　

 （建設コンサル・地質調査等）

　研究開発活動は特段行われていない。　
　
(5)主要な設備

　建設工事において、前連結会計年度末に計画していた重要な設備計画のうち、計画の見直しにより当社東日本機材セ

ンターの機械装置(ＢＧ機リニューアル)120百万円は中止となり、機械装置（超多点注入ポンプおよび管理装置）97

百万円を58百万円に変更した。

　なお、当第2四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりである。

　

　
会社名

事業所名

（所在地）　

　
　セグメント

　の名称

　
設備の内容

　

　
投資予定金額

資金調達方法

　

備　考

　
総額

（百万円）

　

既支払額

（百万円）　

提出会社

東日本機材センター

（群馬県邑楽郡明和町）　

建設工事

機械装置

(超多点注入ポ

ンプおよび管理

装置)　

　45 　－ 自己資金
平成23年12月

購入予定　

提出会社

東日本機材センター

（群馬県邑楽郡明和町）　

建設工事

機械装置

(SG400E改造型)

　

　26 　－ 自己資金
平成24年3月

購入予定　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 86,853,100

計 86,853,100

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 30,846,400 同左　

東京証券取引所

市場第一部

大阪証券取引所

市場第一部

単元株式数100株

計 30,846,400 同左　 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項なし。　

　

　

　

　　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。 

   

（４）【ライツプランの内容】

該当事項なし。　 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年７月1日～

平成23年９月30日　
－ 30,846,400－ 5,907,978－ 5,512,143
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（６）【大株主の状況】

　 　 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本基礎技術株式会社 大阪市北区松ケ枝町６番22号 2,275 7.37

日本基礎技術取引先持株会 大阪市北区松ケ枝町６番22号 1,868 6.05

日本国土開発株式会社 東京都港区赤坂４丁目９番９号　 787 2.55

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 771 2.50

日本基礎技術従業員持株会 大阪市北区松ケ枝町６番22号　 769 2.49

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 724 2.35

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 619 2.00

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り１丁目２番26号 596 1.93

東陽商事株式会社 東京都北区王子本町２丁目25番３号 565 1.83

ＣＢＮＹ　ＤＦＡ　ＩＮＴＬ　ＳＭＡ

ＬＬ　ＣＡＰ　ＶＡＬＵＥ　ＰＯＲＴ

ＦＯＬＩＯ　　　　　　　　（常任代理人　

シティバンク銀行株式会社）

３８８　ＧＲＥＥＮＷＩＣＨ　ＳＴＲＥＥＴ，

ＮＹ，１００１３，ＵＳＡ（東京都品川区東

品川２丁目３番14号）

531 1.72

計 － 9,510 30.83
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（７）【議決権の状況】

　①【発行済株式】

 平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
　普通株式  2,275,700　

　
－    単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 　普通株式 28,460,500 284,605　       同上

単元未満株式 　普通株式    110,200 － －

発行済株式総数 30,846,400 － －

総株主の議決権 － 284,605 －

　（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1,700株（議決権の数17個）含まれて

いる。

 

②【自己株式等】

 平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　日本基礎技術㈱
　大阪市北区松ケ枝町６　

番22号
2,275,700－ 2,275,700 7.3

計 － 2,275,700－ 2,275,700 7.3

　　

２【役員の状況】

該当事項はない。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年　内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第2四半期連結会計期間（平成23年7月１日から平成23

年9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成23年4月1日から平成23年9月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表について優成監査法人による四半期レビューを受けている。　　　　　　　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,949,504 4,200,240

受取手形・完成工事未収入金等 7,083,830 ※1
 4,310,842

有価証券 5,099,943 5,192,442

未成工事支出金 1,875,025 1,522,374

材料貯蔵品 98,559 95,278

その他 1,112,735 540,976

貸倒引当金 △58,000 △29,000

流動資産合計 19,161,598 15,833,154

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 1,204,620 1,169,222

土地 2,614,888 2,614,721

その他（純額） 908,256 952,502

有形固定資産合計 4,727,765 4,736,446

無形固定資産

のれん 260,117 238,441

その他 111,823 139,986

無形固定資産合計 371,940 378,427

投資その他の資産

投資有価証券 4,560,764 4,231,470

その他 1,470,599 1,418,480

貸倒引当金 △27,345 △28,710

投資その他の資産合計 6,004,018 5,621,240

固定資産合計 11,103,724 10,736,114

資産合計 30,265,323 26,569,269

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 4,725,885 2,522,473

未払法人税等 171,377 23,322

未成工事受入金 962,669 549,419

完成工事補償引当金 1,000 17,000

賞与引当金 213,040 34,040

工事損失引当金 34,167 25,629

その他 749,097 818,000

流動負債合計 6,857,238 3,989,884

固定負債

退職給付引当金 676,022 658,942

その他 619,452 561,067

固定負債合計 1,295,474 1,220,010

負債合計 8,152,712 5,209,894
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,907,978 5,907,978

資本剰余金 5,512,143 5,512,143

利益剰余金 14,091,380 13,410,061

自己株式 △885,203 △885,311

株主資本合計 24,626,299 23,944,871

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △138,464 △215,515

土地再評価差額金 △2,338,999 △2,338,999

為替換算調整勘定 △36,223 △30,981

その他の包括利益累計額合計 △2,513,688 △2,585,497

純資産合計 22,112,610 21,359,374

負債純資産合計 30,265,323 26,569,269

EDINET提出書類

日本基礎技術株式会社(E00204)

四半期報告書

10/20



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高

完成工事高 7,632,055 7,038,848

売上原価

完成工事原価 6,703,383 6,546,707

売上総利益

完成工事総利益 928,671 492,140

販売費及び一般管理費 ※1
 1,010,426

※1
 1,059,478

営業損失（△） △81,755 △567,337

営業外収益

受取利息 49,863 29,891

複合金融商品評価益 50,645 45,889

受取配当金 22,612 42,485

その他 27,746 43,367

営業外収益合計 150,867 161,634

営業外費用

為替差損 9,606 72,086

その他 15,721 7,346

営業外費用合計 25,328 79,433

経常利益又は経常損失（△） 43,783 △485,136

特別利益

貸倒引当金戻入額 8,031 －

固定資産売却益 156 1,857

その他 331 －

特別利益合計 8,519 1,857

特別損失

投資有価証券評価損 214,905 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 27,446 －

固定資産売却損 － 2,665

減損損失 － 525

その他 630 －

特別損失合計 242,982 3,190

税金等調整前四半期純損失（△） △190,678 △486,470

法人税、住民税及び事業税 51,281 21,090

法人税等調整額 36,371 88,046

法人税等合計 87,652 109,136

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △278,331 △595,606

少数株主利益 － －

四半期純損失（△） △278,331 △595,606
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △278,331 △595,606

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 20,940 △77,051

為替換算調整勘定 1,428 5,242

その他の包括利益合計 22,369 △71,808

四半期包括利益 △255,962 △667,415

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △255,962 △667,415

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △190,678 △486,470

減価償却費 180,953 163,456

減損損失 － 525

のれん償却額 21,676 21,676

貸倒引当金の増減額（△は減少） △26,760 △27,635

退職給付引当金の増減額（△は減少） △34,161 △17,079

賞与引当金の増減額（△は減少） △38,782 △179,000

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） － 16,000

工事損失引当金の増減額（△は減少） 17,181 △8,538

受取利息及び受取配当金 △72,489 △72,664

支払利息 6,017 3,614

有価証券売却損益（△は益） △2,988 △20

投資有価証券売却損益（△は益） 298 △38

投資有価証券評価損益（△は益） 214,905 －

複合金融商品評価損益（△は益） △50,645 △45,889

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 27,446 －

為替差損益（△は益） 2,800 81,369

有形固定資産売却損益（△は益） △1,800 2,970

売上債権の増減額（△は増加） 1,366,185 2,771,550

未成工事支出金の増減額（△は増加） △168,873 352,651

たな卸資産の増減額（△は増加） △15 3,281

仕入債務の増減額（△は減少） △470,115 △2,203,412

未成工事受入金の増減額（△は減少） △168,232 △413,250

その他 △121,727 691,450

小計 490,194 654,548

法人税等の支払額 △40,700 △165,421

営業活動によるキャッシュ・フロー 449,494 489,127

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △229,772 △475,303

定期預金の払戻による収入 40,015 421,630

有価証券の取得による支出 △4,899,142 △4,103,678

有価証券の売却及び償還による収入 5,486,079 3,502,443

有形固定資産の取得による支出 △129,409 △107,881

有形固定資産の売却による収入 121,831 6,016

無形固定資産の取得による支出 － △35,056

敷金の回収による収入 1,000 －

保険積立金の解約による収入 6,381 －

投資有価証券の取得による支出 △720,822 △846,041

投資有価証券の売却及び償還による収入 190,416 1,399,886

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△589,182 －

貸付けによる支出 △9,505 △11,500

貸付金の回収による収入 15,351 14,745
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

利息及び配当金の受取額 73,406 71,200

その他 △12,769 △109,767

投資活動によるキャッシュ・フロー △656,121 △273,304

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △50,000 －

長期借入れによる収入 50,000 －

長期借入金の返済による支出 △56,366 △28,068

リース債務の返済による支出 △11,464 △15,631

社債の償還による支出 △10,000 －

自己株式の取得による支出 △318 △108

配当金の支払額 △85,718 △85,712

利息の支払額 △6,017 △3,614

財務活動によるキャッシュ・フロー △169,885 △133,135

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,373 △69,475

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △377,887 13,211

現金及び現金同等物の期首残高 4,427,251 5,206,051

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 74,079 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 4,123,444

※1
 5,219,262
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【追加情報】

当第2四半期連結累計期間

（自　平成23年４月１日

　　至　平成23年９月30日）　

第1四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月4日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月4日）を適用している。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年3月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成23年９月30日）

　

──────　　　　　　　　　　　　　　　　

　

※１．手形割引高及び裏書譲渡高

　　　受取手形割引高　　　　　　　　　　　──　千円

　　　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　　39,650千円　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりである。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりである。

従業員給与手当 339,088千円

賞与引当金繰入額 40,683千円

退職給付費用 12,640千円

　

従業員給与手当 368,402千円

賞与引当金繰入額　 12,233千円

退職給付費用

貸倒引当金繰入額　

14,795

1,450

千円

千円

　２．当社の売上高は、通常の営業の形態として、契約によ

り工事の完成引渡しが、第4四半期連結会計期間に集中

しているため、第1四半期連結会計期間から第3四半期

連結会計期間における売上高に比べ第4四半期連結会

計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動

がある。

　２．同左

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※1.現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　　　(平成22年9月30日現在）

※1.現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　　　(平成23年9月30日現在）

　 (千円）

現金預金勘定 3,646,860

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △273,416

取得から3ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資(有価証券) 750,000

計 4,123,444

　 (千円）

現金預金勘定 4,200,240

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △480,977

取得から3ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資(有価証券) 1,500,000

計 5,219,262

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

・配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 85,718 3.0平成22年３月31日平成22年６月30日　利益剰余金

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

・配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 85,712 3.0平成23年３月31日平成23年６月30日　利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　　Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　　1.　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　

報告セグメント 四半期連結損

益計算書計上

額
建設工事

建設コンサル

・地質調査等
計

売上高 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 7,178,416 453,638 7,632,0557,632,055

　セグメント間の内部 　

─

　

─

　

─

　

─　売上高又は振替高

計 7,178,416 453,638 7,632,0557,632,055

セグメント利益又は損失

（△）
△140,314 58,559 △81,755△81,755

（注）セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致している。

　　

　　2.　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

 該当事項はなし。　

　

　　Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

　　1.　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　

報告セグメント 四半期連結損

益計算書計上

額
建設工事

建設コンサル

・地質調査等
計

売上高 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 6,774,140 264,708 7,038,8487,038,848

　セグメント間の内部 　

─　　　　　　　　　

　

─　　　　　　　　　

　

─　　　　　　　　　

　

─　　　　　　売上高又は振替高

計 6,774,140 264,708 7,038,8487,038,848

セグメント利益又は損失

（△）
△605,882 38,544 △567,337△567,337

（注）セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致している。

　　

　　2.　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

 金額的重要性が低いため、記載を省略している。　　
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（金融商品関係）

前連結会計年度末（平成23年３月31日）

　

　科目
　連結貸借対照表計上額

（千円）
　時価（千円） 　差額（千円）

　受取手形・完成工事未収入金等 7,083,830 7,083,830　　　　　　　　　　－

　支払手形・工事未払金等 　4,725,885　 　4,725,885　　　　　　　　　　－

　（注）受取手形・完成工事未収入金等及び支払手形・工事未払金等の時価の算定方法

　　　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

　　　　によっている。　

　

当第2四半期連結会計期間末（平成23年9月30日）

　

受取手形・完成工事未収入金等及び支払手形・工事未払金等が、企業集団の事業の運営において重要なものと

なっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められる。

　科目
　四半期連結貸借対照表

計上額（千円）
　時価（千円） 　差額（千円）

　受取手形・完成工事未収入金等 4,310,842 4,310,842　　　　　　　　　　－

　支払手形・工事未払金等 　2,522,473　 　2,522,473　　　　　　　　　　－

　　　　　 （注）受取手形・完成工事未収入金等及び支払手形・工事未払金等の時価の算定方法

　　 　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

       によっている。

　

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりである。　

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

１株当たり四半期純損失（△） △9.74円 △20.84円

（算定上の基礎）     

四半期純損失（△）（千円） △278,331 △595,606

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △278,331 △595,606

普通株式の期中平均株式数（株） 28,571,852 28,570,855

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。　

　　

（重要な後発事象）

       該当事項なし。

 

２【その他】

該当事項なし。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年11月14日

日本基礎技術株式会社

取締役会　御中

　　　　

　優成監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 　加藤　善孝　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 　本間　洋一　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本基礎技術株式会

社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成

23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本基礎技術株式会社及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

している。

２．四半期連結財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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